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各 位 
 

 

 

 

 
 

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に関するお知らせ 
 

当社は、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に関する東京証券取引所の要請を踏まえ、2023 年 12 月 8

日開催の取締役会において、下記のとおり審議および決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

 

記 

 

■現状分析 

当社は、現状 ROE8％未満、PBR１倍割れの状況にあることから、2022 年 12 月 9 日に発表いたしました「中期経営計画の見

直しに関するお知らせ」のとおり、2030 年の数値目標を連結売上高 2,250 億円、連結営業利益 200 億円、ROE8％超、総還元

性向 50％超としております。 

株主資本コストには様々な算出方法がありますが、当社としては現在の資本コストおよそ 7％（CAPM 法＝資本資産評価モ

デル）を上回る資本効率の実現を目指し、効率性を重視し、レンタル資産の稼働・単価双方の引上げ等を図り、まずは

ROE8％以上への早期回復、中長期的には 10％以上を目指すと共に、従来から継続している安定配当をベースに総還元性向

50％以上にて株主の方々の期待に応えてまいります。 

また、継続的なレンタル資産、人的資本への投資、国内外への M&A 等を通じて、現在のグローバル 8 位からグローバル

TOP５を目指し、持続的な成長を図ってまいります。 

 

■現状分析を踏まえて、当社は以下の取り組みを強化してまいります。 

（１）収益性の向上 

 ・中期経営計画「Creative 60」（2020 年 10 月期～2024 年 10 月期）の最終年度である当年度の目標を達成する。 

 ・2030 年ビジョンで掲げている「ROE8％超」を、早期に実現する。 

（２）株主還元策の強化 

 ・当社は、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の皆さまへの利益還元を充実

させることを基本方針としております。財務の健全性を確保しつつ、2030 年ビジョンで掲げている「総還元性向 50％超」を

目標に、安定配当に加えまして、機動的な自己株式取得を実施してまいります。 

（３）積極的な IR 活動の継続 

 ・各種説明会等を通じて株主の皆さまに詳細をご説明し、当社の今後の成長戦略に対するご理解を深めていただく機会を

増やしてまいります。 

 

■収益性の向上に対する具体的な施策 

（１）レンタル資産の稼働率の向上 

 ・各地区（北海道・東北・関東甲信越・西日本・九州）および関連会社で保有するレンタル資産の適正配置を常に管理し、

DX を利用した将来予測を踏まえてレンタル資産の稼働率の向上を図ってまいります。 

（２）営業所の統廃合の実施 

 ・M&A によりグループ内で地域が重複する営業所や外部環境の変化により収益性が低下した営業所の統廃合を実施して

まいります。 

（３）レンタル単価の適正価格への調整 

 ・当社の主要レンタル資産である重機を筆頭に、多くのレンタル資産の仕入価格が上昇しています。取引先に対して丁寧

にご説明し、レンタル単価の適正価格への調整を実施してまいります。 

 

※詳細は別紙をご参考ください。                                              

以上 

株式会社カナモト 
（９６７８ 東証プライム市場 札証） 

代表取締役社長 金 本 哲 男 

<資料に関するお問合せ先> 

取締役執行役員経理部長・広報室長 廣 瀨   俊 

電話：011-209-1631 
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2030年ビジョン

持続可能な成⻑基盤の構築を目指すとともに、社会と共⽣する
「良き企業市⺠」として持続可能な社会の実現に貢献する。

営業利益
（連結）

ROE

総還元性向200億円

8%超

50%超

2030年数値目標
売上高

（連結） 2,250億円

2030年ビジョン

2030年
ビジョンの実現

2020 – 2024 
中期経営計画 「Creative 60」

2030年に向けた
「基盤強化」の 5年間2020年 2024年 2030年

グローバル建機レンタル業界TOP5

燃料使用に伴う排出・購入した電力・熱等の使用に伴う排出
基準年2013年比2030年50％削減

売上・利益・ROE・総還元性向・人材 etc

3つの重点施策への取り組みを踏襲しつつ、更にサステナビリティを意識した事業展開や
様々な社会環境変化への積極対応で事業のレジリエンスをより強化し、企業価値の向上を図る

中期経営計画の位置づけ
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キャッシュ・フロー
EBITDA

レンタル資産投資等

M&A等

配当・自社株買い等

・ 需要動向を踏まえたレンタル資産の設備投資に加え、中⻑期的な視点による成⻑投資へ資源投下
・ 資本効率の向上を図るため、積極的かつ継続的な株主還元を実施
・ 営業キャッシュ・フローと投資キャッシュ・フローのバランスを図り、財務の健全性を堅持
・ M＆Aなどの成⻑投資機会には財務の健全性を⾒つつ財務レバレッジも活用

キャッシュアロケーション

需要動向を⾒極め、
国内コア事業の持続的成⻑・⽣産性向上、
海外事業の強化に向けた戦略的投資

グループ価値向上に向けた、新規事業、
M&Aなど成⻑基盤の獲得への積極的投資

総還元性向50%超を目標に安定配当を継続し、
機動的な自己株式取得を実施

投資戦略 キャッシュアロケーション
実需に応じた機動的な投資戦略を推進
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